
ＩＣＴ活用した「安全安心情報メール」の取り組み
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さつま町

〜 地域情報の共通連携基盤づくりによるユビキタスタウン構想 〜
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地域情報化セミナー in KUMAMOTO
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さつま町の概要さつま町の概要

◆さつま町は、平成１７年３月２２日に、宮之城町・鶴田町・薩摩町が合併

して発足しました。鹿児島県の北西部、鹿児島市から約４０ｋｍのところ

に位置し、周囲を山々に囲まれた盆地で面積は３０３．４３ｋ㎡、鹿児島

県の３．３％を占めています。人口２４，１２０人、世帯数９，９５８世

帯の自然豊かな町です。

◆北東から南西にかけて南九州一の大河である川内川（延長１３８Km）

が貫流し、その流域に農地や市街地平野が形成され、平野部の周辺

は緑豊かな山林の自然環境に囲まれています。この恵まれた自然環

境を背景に山間部の豊富な森林資源や川内川の大河がもたらす肥沃

な耕地を生かした農林業、観光、レクリエーション資源や歴史・文

化遺産を活かしたまちづくりを展開しています。
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事業実施に至った背景 － 災害からの教訓と課題事業実施に至った背景 － 災害からの教訓と課題

平成１８年７月の鹿児島県北部豪雨災害では大雨による増水のため、大規模な水害が発生しました。町内の各地で家屋流出、
床上浸水、道路や田畑の決壊が発生、多くの住民が被災者となる事態になり、合併１年余りが経過したさつま町は大きな試練に
見舞われました。

川内川の氾濫で１階部分が半水没した
虎居地区商店街

無数の流木等が打ち揚げられた宮都大橋浸水した柏原地区，60棟ほどが
床上・床下浸水被害

本災害の経験から・・

従来からの防災システムや関係各所の連携強化、および地域住民の防災意識の向上に加え、

被害を最小限に抑えるためには関係各所の迅速な対応と確実な情報共有機能が必要！

倉内工業団地に集められたごみの山道路沿いに運び出された家財の山 二渡地区
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地域防災・防犯活動には、関係各所と地域住民と
の

情報共有、連携が必要！！

火災・台風・地震等災害や犯罪・事故等が発生した場合、1分1秒の対応の遅れにより地域住民が災害・犯罪の危険にさらされ、
被害の拡大につながります。災害・犯罪の被害を最小限とするためには関係各所の迅速な対応が必要であり、情報連携・即時情
報伝達など確実な情報共有が出来るシステム構築が急務である。

【目標】
ＩＣＴを活用した防災活動支援機能を構築し、災害情報の即時配信、確実で正確な災害情報共有を行うことにより、関係各所

の連携強化、迅速な対応ができること。

災害対策本部

消防本部

地域住民

警察
役所

地域消防団
地域中核病院

事業実施に至った背景 － 目標事業実施に至った背景 － 目標
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「地域／防災コミュニティ」（ポータル）「地域／防災コミュニティ」（ポータル）

不安解消

防災／地域活動支援センター

重要な不安に対する解決・連携システム／マニュアル

消防 医療機関 警察自治会 地域商店学校・教育機関 子育て・介護支援機関

〜あんしん・あんぜんへの不安解消情報〜

防犯・防災・緊急サポート
〜くらし全般の不安解消情報〜

地域生活サポート

消防本部

災害対策本部
DB

地域住民

役場

防災／地域情報発信

（行政・防災情報）

行政公式

ホームページ

消防団

事業のコンセプト －地域密着型情報連携基盤の構築事業のコンセプト －地域密着型情報連携基盤の構築

さつま町公式サイトを地域情報連携基盤とし

・災害・防災・防犯情報の関係各所間連携、地域住民への情報提供などの「防災・防犯・緊急サポート」
・くらしや行政情報・観光・文化・商店街などの町内外に向けた地域情報発信による「地域生活サポート」
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不安解消

消防本部 災害対策本部 役場

地場産業

１．災害対応連携システム

災害時には災害発生情報、参集指示等
をメールにて一斉配信します。また、平
常時は防災活動に関する通達やスケ
ジュール等の情報共有を行い、防災・災
害活動を支援します。

２．災害・防災・防犯情報共有システム

災害発生時や防犯情報等の緊急情報を
地域住民に対しメールにて一斉配信します。
また平常時は役場、消防本部が中心となり
災害／防災情報を発信し、地域住民の防災
意識向上を目指します。

３．行政サイト機能拡充

本事業で構築するシステムとの連動し
災害／防災情報を発信します。また、行
政と地域住民との双方向情報のやり取を
実現し、住民サービスの充実・生活利便
性の向上を目指します。

地域密着型情報連携基盤

インターネットを通じて

町外へさつま町の魅力を発信

防災ポータルサイト 町のホームページ
地域住民

地域活性化都市生活者

観光

安心で安全な地域の実現

地域住民

消防団

情報閲覧

情報閲覧

情報発信

情報提供
情報発信／管理

事業システムの構成 －システム構成図事業システムの構成 －システム構成図



6

消防本部

災害対策本部

消防団

防災ポータルサイト

役場職員

災害発生時、インターネットを通じて災害対策本部・消防本部と地域消防団とが連携した参集および被害情報や本部からの通達内容
を一斉配信または、特定グループ（特定地域の消防団等）へ情報発信し、防災、消化活動を支援します。

スケジュール／通達

災害発生時

火災発生時

平常時

災害情報／参集メール受信火災情報／参集指示メール受信

情報発信

情報発信

災害情報メール受信

情報発信

◆ 火災情報メール配信

◆ 共有スケジュール

◆ お知らせ通達

◆ 災害情報メール配信

データ
ベース 災害発生時に、災害対策本部（役場）から消防

団員に対し、災害情報をメールにて携帯また
はＰＣに配信します。
また、役場職員に対し参集メールを送信します。

【火災発生時】
消防団員に対し、火災情報、参集指示を
メールにて携帯またはＰＣに配信します。

【平常時】

消防本部と消防団間で各活動、大会等のスケジュー
ルを共有することができます。また、消防本部から各
消防団に対し通達を出すことができます。

災害対応連携システム －システム構成図災害対応連携システム －システム構成図
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地域住民・地域企業向けの防災情報ポータルサイトを構築し、地域住民に対しインターネットを通じて、消防本部の紹介や施策・制
度についてのお知らせほか、インターネット消防講座や救命講習、防火管理講習など消防行政について幅広く情報提供し、地域住民の
防災意識向上、災害対応力向上に貢献します。

消防本部

災害対策本部

防災ポータルサイト

火災情報メール受信

情報発信

情報発信

災害情報メール受信

情報発信

◆ 火災情報メール配信

◆ 防災消防情報発信

◆ 消防本部からのお知らせ

◆ 災害情報メール配信

データ
ベース

災害発生時に、災害対策本部（役場）から消防
団員に対し、災害情報をメールにて携帯また
はＰＣに配信します。
また、役場職員に対し参集メールを送信します。

【火災発生時】
地域住民に対し、火災発生情報、火災鎮火情報を
配信します。

【平常時】

防災ポータルサイトに、インターネット消防講座、救
命講座、防火管理講習、各種申請書・届出書を公開し
ます。

地域住民

◆ 防犯情報メール配信

◆ 緊急情報発信

◆ お問い合わせ／ＦＡＱ

情報閲覧

災害発生時

火災発生時

平常時

災害・防災・防犯情報共有システム －システム構成図災害・防災・防犯情報共有システム －システム構成図
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地域住民向けに行政情報を提供する。また、町内外向けに観光・史跡・名所・特産品・レジャー・温泉など「さつま町が有する魅
力」を発信し、商店街・旅館街からの地元商品情報や、特産品、農産物情報を発信します。更に、災害対応連携システム、災害・防
災・防犯情報共有システムと連動し、防災関連情報を発信します。

情報閲覧

情報発信

◆ 地域密着型情報発信

◆ さつま町の魅力発信

データ
ベース

行政サイトの日々の管理を行います。
新規ページ作成、編集、更新等

地域住民

◆ 災害・防災・防犯情報発信

町外在住者

町のホームページ

役場

情報収集 情報提供

管理者

農産物

特産品 地元商品
宿泊情報

イベント情報
グリーンツーリズム

観光地情報

情報閲覧
さつま町の魅力

地域住民のための充実した行政情報、各種届出情報、生活情報（住宅、
子育て、教育、介護）を提供します。また、行政相談、健康相談を設け住民
と役場の双方向でのやり取りができる。

さつま町が有する魅力（観光情報、特産品、農産物等）を、町のホームペー
ジを通して町内外へ広く発信する。

災害・防災・防犯情報共有システムと連動し、災害・防災・防犯に関する情
報を発信する。

行政相談・健康相談

行政サイト機能拡充 －システム構成図行政サイト機能拡充 －システム構成図
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さつま町情報センター

FW

SW
SW

DNS-Mail
サーバ

DMZ

RT

インターネット

消防本部

管理端末

災害対策本部

管理端末

地域イントラネット

行政情報サイト
Webサーバ

防災コミュニティ

行政サイト

地域防災コミュニ
ケーションDBサーバ

行政情報サイト
DBサーバ

防災大量Mail配信
サーバ

地域防災コミュニケー
ションWebサーバ

Spam Mail対策
アプライアンス

事業システムの機器構成 －機器構成図事業システムの機器構成 －機器構成図

管理端末
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事業システムの使用例 －メール受信利用者登録～受信事業システムの使用例 －メール受信利用者登録～受信

安全安心情報メールを利用したい利用者は、携帯もしくはパソコンサイトより受信登録を行います。

【携帯サイトの登録例】

QRｺｰﾄﾞ

携帯サイトTop画面

利用規約に同意します

受信登録を選択

受信メールアドレス・パスワード入力
受信する情報のカテゴリ選択

登録完了と同時に
登録確認メールが届きます

登録確認メール

【安全安心情報メール受信例】
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事業システムの使用例 －メール受信利用者登録～受信事業システムの使用例 －メール受信利用者登録～受信

安全安心情報メールを利用したい利用者は、携帯もしくはＰＣサイトより受信登録を行います。

【パソコンサイトの登録例】

ＰＣサイトTop画面⇒受信登録を選択
利用規約に同意します

受信メールアドレス・パスワード入力
受信する情報のカテゴリ選択

登録完了と同時に登録確認メールが届きます

登録確認メール
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事業システムの使用例 －安全安心情報メールのサイト管理事業システムの使用例 －安全安心情報メールのサイト管理

安全安心情報メールのサイト管理を行う機能です。特定ＵＲＬへアクセス後、ログイン認証を行い以下の画面が展開します。

（※セキュリティの関係上、庁内ＬＡＮからのみアクセス可）

画面左のメニューより以下の情報を管理します。

【送信カテゴリ管理】
・関係各組織が情報配信を行う際に選択する
カテゴリの管理を行います。
※現行では【消防】【行政】のみ登録運用

【受信カテゴリ管理】
・一般利用者がメール受信登録時に選択する
カテゴリの管理を行います。

【グループ管理】
・関係各組織の管理を行います。
※役所組織や消防本部、消防団等

【受信利用者管理】
・パソコン又は携帯にてメール受信登録した
利用者の管理を行います。

【内部利用者管理】
・関係各組織に所属する利用者の管理を行い
ます。内部利用者の場合は、個人特定を行
う必要があるため、利用者登録は管理者が
行います。

【メール管理】
・配信されたメールの実績を管理します。
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事業システムの使用例 －安全安心情報メール配信事業システムの使用例 －安全安心情報メール配信

安全安心情報メールのメール配信を行う機能です。特定ＵＲＬへアクセス後、ログイン認証を行い以下の画面が展開します。

（※セキュリティの関係上、庁内ＬＡＮからのみアクセス可）

画面左のメニューはログインしたユーザ権限によ
り【消防】もしくは【行政】が表示・非表示とな
り、利用可能な機能が制約されます。

表示例は、行政から災害情報を配信する画面です。

一般利用者へのメール配信の有無や送信
日時予約、サイトへの情報掲載期間、参
集確認の有無の設定を行います。

特定のグループへのみメール配信を行い
たい場合は、このツリーから対象組織を
選びます。
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事業システムの使用例 －安全安心情報メール配信事業システムの使用例 －安全安心情報メール配信

下記は、消防本部より火災・災害情報を配信する画面です。

火災・災害情報では、指令台システムと連
携を図っており、ボタン押下により指令台
システムより必要な情報を取り込みます。

一般利用者へ配信するメールは、活動現場
での野次馬等の対策として、タイトルおよ
び大字のみの情報公開となります。

出動区分、発生地区により出動分団を管理
しており、速やかに参集指示を行うことが
可能です。 一般利用者へのメール配信例
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事業システムの使用例 －安全安心情報メール配信システム事業システムの使用例 －安全安心情報メール配信システム

安全安心情報メールシステムでは、各プロバイダのスパムメール対策によるメール未達・遅延を防止する為に、Mail大量配信
サーバを導入することによりメールの即時一斉配信を可能にしました。
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事業システムの使用例 －参集メール・参集確認事業システムの使用例 －参集メール・参集確認

災害対策本部もしくは消防本部では、関係各組織に所属するメンバーに対して参集メールを送信し、メンバーは参集メールを
受信後、特定のＵＲＬへアクセスします。

【参集メール配信～確認】

災害対策本部 消防本部

メール添付のＵＲＬにアクセス！

【安全安心情報参集メール受信例】
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事業システムの使用例 －参集メール・参集確認事業システムの使用例 －参集メール・参集確認

所属メンバーは、参集メールに添付された特定のＵＲＬへアクセスし回答登録を行います。災害対策本部もしくは消防本部で
は、回答状況を確認することが可能です。

【参集メール回答～確認】

【安全安心情報参集メール回答例】

災害対策本部 消防本部
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事業システムの利用状況 －安全安心メール利用者の推移事業システムの利用状況 －安全安心メール利用者の推移

安全安心メール利用者数 （2011/10/31時点：971名 ／内 消防本部：42名、消防団431名）
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安心安全メール配信数 （2011/10/31時点での配信総数：199件）

0
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35

行政

消防

事業システムの利用状況 －安全安心メール配信件数の推移事業システムの利用状況 －安全安心メール配信件数の推移
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参集メール配信数 （2011/10/31時点での配信総数：88件）
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事業システムの利用状況 －参集メール配信件数の推移事業システムの利用状況 －参集メール配信件数の推移
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参集機能の応用例 －選挙投票中間速報情報収集参集機能の応用例 －選挙投票中間速報情報収集

投票日当日の中間速報を各投票所から本部へ報告する際、安全安心情報メールの参集機能を利用しています。

◆ 選挙投票中間速報情報収集

さつま町では選挙が実施される際、町内に２６箇所の投票所を設置します。

【応用例】
① 事前に選挙グループを作成し、各開票所に配置する職員をグループに登録する。
② センターの管理者より、選挙グループに対して一斉に参集指示メールを送信し、メールを受信した各開票所にいる職員は途中結果

を参集画面より登録
③ センターの管理者は、参集確認画面より各開票所の途中経過を閲覧し集計

コメント欄に集計結果入力
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集計結果は管理側で即座に閲覧可能です。

参集機能の応用例 －選挙投票中間速報情報収集参集機能の応用例 －選挙投票中間速報情報収集

【例 １０：００現在の投票率を連絡する場合】

（これまで）
２６投票所の職員 → 電話 → 選挙本部（電話２回線）
※一斉に電話をかけるため、本部につながらない。２０分程度必要。

（安全安心情報メールの参集機能を応用）
選挙本部 → メール（照会） → ２６投票所の職員 →
メール（回答） → 選挙本部
※本部で２６投票所の数値をリアルタイムで確認可能。１０分以内に完了。

中間速報の集計時間を大幅に短縮でき、選挙事務の効率化に貢献できました。
※先日発表された、「統一地方選挙（都道府県議会議員選挙）町村開票効率性
ランキング」では全国２位に選ばれました。

（早稲田大学マニュフェスト研究所 2011.06.22発表資料より）
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〜あんしん・あんぜんへの不安解消情報〜

防犯・防災・緊急サポート

〜くらし全般の不安解消情報〜

ライフサポート（生活・子育て・介護）
〜地域との関わりへの不安解消・参加意識情報〜

地域コミュニケーションサポート

〜観光・史跡・名所・特産品などの情報〜

さつま町が有する魅力発信

地域商工会 警察・消防 気象局 医療機関

ライフライン

NPO

観光協会

ハザードマップ

町民グループ NPO

こども110番

町民グループ

地場産業 町民グループ

農業協同組合

自治会 婦人会 地域商店

ボランティア

非
対
面
で
問
題
解
決
機
能
を
利
用

で
き
る
シ
ス
テ
ム

「地域密着型情報連携基盤」「地域密着型情報連携基盤」

不安解消

地域活性化推進センター

地域住民の不安を解消するための関係各所連携システム／マニュアル

消防行政

DB

地域住民

役場

地場産業

教育行政

町外へ向けた

地域情報サービス

学校・教育機関 子育て支援機関 介護支援機関

町内へ向けた

地域情報サービス

将来的な事業構想 －構想イメージ図将来的な事業構想 －構想イメージ図
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鹿児島県さつま町

総務課情報システム係

郵便番号 ８９５－１８０３

住 所 鹿児島県薩摩郡さつま町宮之城屋地１５６５-２

電 話 ０９９６ー５３－１１１１（代表）

ファックス ０９９６－５２－１２９１

ホームページ http://www.satsuma-net.jp/

電子メール so-joho@satsuma-net.jp （情報システム係）

総務省「ユビキタスタウン構想推進事業」

ICT活用による地域密着型情報連携基盤構築事業


